
　

　

第106期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連 結 計 算 書 類
　 連結株主資本等変動計算書
　 連 結 注 記 表
・計 算 書 類
　 株主資本等変動計算書
　 個 別 注 記 表

日 本 水 産 株 式 会 社

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」につきましては、法令および定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイトに掲載することにより、株主の皆様にご提供しているものであります。

　



連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 30,685 21,621 96,237 △474 148,069
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △2,648 　 △2,648
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 14,452 　 14,452
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 　 0 　 0 0
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 10 　 　 10
連結子会社の増加に伴う利益剰余金減少高 　 　 △6 　 △6
連結子会社の決算期変更に伴う利益剰余金減少高 　 　 △0 　 △0
持分法適用会社の決算期変更に伴う利益剰余金減少高 　 　 △106 　 △106
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 　 　 　 △0 △0
非支配株主に係る売建プット・オプション負債の変動等 　 25 　 　 25
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　
当 期 変 動 額 合 計 － 36 11,690 △1 11,725
当 期 末 残 高 30,685 21,658 107,928 △476 159,795
　

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 8,839 264 186 △4,208 5,082 19,148 172,300
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △2,648
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 　 　 14,452
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 △1
自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 　 0
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 　 　 　 　 　 10
連結子会社の増加に伴う利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 △6
連結子会社の決算期変更に伴う利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 △0
持分法適用会社の決算期変更に伴う利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 △106
持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減 　 　 　 　 　 　 △0
非支配株主に係る売建プット・オプション負債の変動等 　 　 　 　 　 　 25
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,041 △171 △1,242 1,068 4,696 △796 3,899
当 期 変 動 額 合 計 5,041 △171 △1,242 1,068 4,696 △796 15,625
当 期 末 残 高 13,881 92 △1,056 △3,139 9,778 18,352 187,926
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連 結 注 記 表
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　
１. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 66社
主要な連結子会社の名称 （国内） 日水製薬㈱、黒瀬水産㈱、西南水産㈱、金子産業㈱、弓ヶ浜水産㈱、共和水産

㈱、ファームチョイス㈱、㈱ハチカン、デルマール㈱、日本クッカリー㈱、日
水物流㈱、ニッスイ・エンジニアリング㈱

（海外） NIPPON SUISAN AMERICA LATINA S.A.、SALMONES ANTARTICA
S.A.、
EMPRESA DE DESARROLLO PESQUERO DE CHILE S.A.、
NORDIC SEAFOOD A/S、UNISEA, INC.、NIPPON SUISAN（U.S.A.),INC.、
F.W.BRYCE,INC.、KING & PRINCE SEAFOOD CORP.、
GORTON'S INC.、CITE MARINE S.A.S.

　
（2）主要な非連結子会社の名称等 主要な非連結子会社はありません。

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等の規模がいずれも小さく、
連結計算書類に重要な影響を与えておりません。

（3）連結の範囲の変更 当連結会計年度において重要性増加により連結子会社へ変更したことで１社、設立出資
により１社増加し、株式の売却により１社減少しております。
（重要性増加により連結子会社へ変更したもの）
　Nissui Pharma Solution S.A.S.
（設立出資により含めたもの）
NISSUI LOTUS VIETNAM JOINT STOCK COMPANY
（株式の売却により除外したもの）
日水製薬医薬品販売株式会社

２. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用非連結子会社の数 ５社 主要な持分法適用非連結子会社はありません。

（2）持分法適用関連会社の数 26社
主要な関連会社の名称 （国内） ㈱ホウスイ、㈱大水

（3）持分法の適用の範囲の変更 当連結会計年度において株式の取得により１社増加しております。
（株式の取得により含めたもの）
　DANISH SALMON A/S

なお、適用外の関連会社１社に対する投資については、当期純損益及び利益剰余金等に
及ぼす影響に重要性がないため、持分法を適用しておりません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 連結子会社のうち、NIPPON SUISAN (U.S.A.),INC.他28社の決算日は12月31日であ
ります。連結計算書類の作成に当たっては、NIPPON SUISAN (U.S.A.),INC.他28社に
ついては連結決算日との差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社の当該決算日現在の
計算書類に基づき連結計算書類を作成しております。ただし、連結決算日までの間に生
じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の
決算日は連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ①有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　 ②デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

　 ③たな卸資産の評価基準及び評価方法 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
　 ①有形固定資産（リース資産を除く） 主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

　 ②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

　 ③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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（3）引当金の計上基準
　 ①貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しております。

　 ②賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。

　 ③役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

　 ④役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役等への当社株式等の給付に備えるため、当連結会計年
度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ①外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は当連結

会計年度の損益として処理をしております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めてお
ります。

　 ②ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債
務等については振当処理を適用しております。また、金利スワップ取引のうち、特例処
理の対象となる取引については、当該特例処理を適用しております。

　
　 ③のれんの償却方法及び償却期間 僅少なものを除き20年以内の均等償却を行っております。

　 ④退職給付に係る会計処理の方法 ①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし
て６年）による定額法により費用処理をしております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（主として６年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。
③小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ⑤消費税等の会計処理の方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．追加情報
　 （株式給付信託（BBT）制度について）
　 当社は、2018年６月27日開催の第103期定時株主総会の決議に基づき、当社の取締役（社外取締役、海外居住者を除きます。）及び取
締役を兼務しない執行役員（海外居住者を除きます。以下、「執行役員」といいます。取締役と執行役員を総称して「取締役等」といいま
す。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入してお
ります。

　 本制度は、取締役等の報酬と業績及び株主価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇のメリットのみならず、株価下落リスク
も株主と共有することで、中長期的な企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

　 本制度の会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号
　 平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

　 ①取引の概要
　 本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいます。）が当社株式を取得
し、取締役等に対して、当社が定める「役員株式給付規程」に従って、本信託を通じて当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の
金銭（以下、「当社株式等」といいます。）を給付するものであります。

　 なお、取締役等に当社株式等を給付する時期は、原則として当社の各中期経営計画（2019年３月末日で終了する事業年度から2021年
３月末日で終了する事業年度までの３事業年度の期間及び同期間の経過後2023年３月末日で終了する事業年度から開始する３事業年度ご
との期間のそれぞれを指します。）終了後の一定時期としております。

　 ②信託に残存する自社の株式
　 当社は、本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に自己株式として
計上しております。当連結会計年度における当該自己株式の帳簿価額は199百万円、株式数は330,500株であります。

　（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
　 当社グループでは、新型コロナウイルスの影響について、引き続き今後の感染の広がりや収束時期等不確実性が非常に高いと考えておりま
　すが、水産市況は、水産物の需給のみならず他のたんぱく質の需給も価格変動要素となりうることから、新型コロナウイルスの影響を切り出
すことは極めて困難であります。現時点では、外食向けなど消費の減少による影響はあるものの、たな卸資産の評価や固定資産の減損損失等
の会計上の見積りにおいては、新型コロナウイルスによる大きな影響はないものとして当連結会計年度の見積りを行っております。
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表示方法の変更に関する注記
（関係会社株式の表示方法の変更）
　前連結会計年度において、「投資有価証券」に含めていた「関係会社株式」は、明瞭性の観点から、当連結会計年度より独立掲記することとし
ました。なお、前連結会計年度の「関係会社株式」は32,773百万円であります。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用による変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度から適用し、会計上の見積りに関す
る注記を開示しております。

重要な会計上の見積りに関する注記
　当社グループの養殖関連事業資産の連結計算書類上の計上額は、算出にあたり会計上の見積りが必要なものがあります。これらはその見積り
の基礎となる情報が水産物市況変動、養殖成績、魚病発生、気象災害等の複数の要素の影響を受けることから不確実性があるため、翌連結会計
年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがあります。なお、以下の会計上の見積りを必要とする項目は全て養殖事業に関連するもので
す。

（海外養殖会社の仕掛魚の評価）
（1）連結計算書類に計上した金額
　 仕掛品5,482百万円、売上原価△457百万円
（2）見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

連結貸借対照表の「仕掛品」には、南米における鮭鱒養殖事業会社の保有する仕掛魚が含まれます。当該仕掛魚は、国際財務報告基準
（IFRS）におけるIAS第41号「農業」に基づき、販売費用等の売却コスト控除後の公正価値で評価し、期首からの変動額を連結損益計算
書の「売上原価」に対する調整項目としています。なお公正価値は、当連結会計年度末時点における累積製造原価に予想マージンを加算
した金額を一定の割引率で割り引くことにより測定しています。また予想マージンは、予想販売価格に加え、予想追加コスト、販売時予
想魚体重、予想斃死率等の複数の仮定をその見積りの基礎としています。そのため、翌連結会計年度において水産物市況変動、養殖成績
や魚病発生等により、見積りの基礎の実際値が仮定と大幅に異なる場合、公正価値が大きく変動する可能性があります。

（国内養殖会社の仕掛魚の評価）
（1）連結計算書類に計上した金額
　 仕掛品15,145百万円、売上原価920百万円
（2）見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　国内養殖会社の仕掛魚評価においては、販売可能価額から見積追加製造原価及び見積販売直接経費を控除したものを正味売却価額とし
て帳簿価額と比較し、帳簿価額が上回る場合はその損失金額を評価減として連結損益計算書の「売上原価」に含めております。
　国内養殖会社の仕掛魚評価の計算にあたっては、販売可能価額に加え、予想追加コスト、販売時予想魚体重、予想斃死率等の複数の仮
定を見積りの基礎としています。そのため、翌連結会計年度において水産物市況変動、養殖成績や魚病発生等により、見積りの基礎の実
際値が仮定と大幅に異なる場合、当連結会計年度に認識された評価減の金額を上回る損失が発生する可能性があります。

（国内養殖会社の固定資産の減損）
（1）連結計算書類に計上した金額
　 固定資産7,676百万円、減損損失76百万円
（2）見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将
来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して
おります。
　回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値により測定しており、正味売却価額については、売却予定価額又は鑑定評価額を基に算定
し、また、使用価値については、将来キャッシュ・フローをはじめとし、多くの見積り・前提を使用して算定しております。これらの計
算要素のうち、将来キャッシュ・フローの基礎となる将来計画には、予想販売価格や予想販売数量といった複数の仮定を使用しており、
重要な見積りを必要とします。そのため、翌連結会計年度において水産物市況変動、養殖成績や魚病発生、自然災害等により、見積りの
基礎の実際値が仮定と大幅に異なる場合、将来キャッシュ・フローの見積りに影響を及ぼし、追加の減損損失が発生する可能性がありま
す。
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連結貸借対照表に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現金及び預金 232百万円
建物及び構築物 4,954百万円
土地 5,692百万円
機械装置及び運搬具 504百万円
船舶 2,981百万円
投資有価証券 30,047百万円
　 計 44,413百万円

（2）担保に係る債務
短期借入金 3,140百万円
長期借入金 17,405百万円
その他の債務 19百万円
　 計 20,565百万円

　（注）上記の担保に供している資産のほか、連結計算書類上相殺消去されている連結子会社株式262百万円を担保に供しております。

３. 有形固定資産の減価償却累計額 248,084百万円

４. 保証債務
　連結子会社以外の会社等の銀行借入に対し、保証を行っております。

保証債務金額 1,909百万円

連結損益計算書に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 減損損失
　 当連結会計年度において収益性の低下した事業用資産について、帳簿価額を回収可能価額まで553百万円減損いたしました。

３. 災害による損失
　 養殖事業において台風被害等により養殖魚が斃死したことによる損失1,008百万円であります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
２. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 312,430,277株

３. 配当に関する事項
①配当金支払額
　2020年５月20日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 1,402百万円
１株当たり配当金額 ４円50銭
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月８日

　2020年11月５日開催の取締役会決議による配当に関する事項
配当金の総額 1,246百万円
１株当たり配当金額 ４円00銭
基準日 2020年９月30日
効力発生日 2020年12月７日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　2021年５月20日開催の取締役会において、次の議案を付議しました。

配当金の総額 1,713百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当金額 ５円50銭
基準日 2021年３月31日
効力発生日 2021年６月７日

４. 非支配株主に係る売建プット・オプション負債の変動等
　当社グループは国際財務報告基準を適用する連結子会社の非支配株主に対して連結子会社株式に係る売建プット・オプションを付与してお
り、将来支払うと見込まれる金額を現在価値に割り引いて算定した金額をその他の負債に計上するとともに非支配株主持分との差額を資本剰
余金から減額し、当初認識後の変動については資本剰余金に認識しております。
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金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、主として資金運用については短期的な預金等とし、資金調達については銀行借入により調達しております。デリバティブ
は金利・為替変動等によるリスクを回避するために利用し、投機的な取引を行わない方針であります。
　受取手形及び売掛金にかかる顧客信用リスクは、債権管理に関するルールに沿ってリスク低減を図っております。外貨建債権・債務につい
ては先物為替予約を利用しリスクヘッジをしております。有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、時価のある有価証券については
四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取
引により金利の固定化を実施しております。なお、先物為替予約・金利スワップ等のデリバティブはデリバティブ取引管理要領に従い、実需
の範囲で行うこととし、適宜取締役会に報告をしております。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

（単位：百万円 ）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 10,986 10,986 －
（2）受取手形及び売掛金 77,094 77,094 －
（3）有価証券及び投資有価証券
　 その他有価証券 36,268 36,268 －
　 関連会社株式 3,584 3,416 △167
（4）長期貸付金 1,438 1,502 64
（5）支払手形及び買掛金 41,665 41,665 －
（6）短期借入金 56,326 56,326 －
（7）未払費用 23,096 23,096 －
（8）長期借入金 124,481 124,760 278
（9）その他の負債 227 227 －
（10）デリバティブ取引 ※1
　①ヘッジ会計が適用されていないもの － － －
　②ヘッジ会計が適用されているもの (114) (114) －
(※1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示し
ております。

　
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

短期間で決済される債権であり、帳簿価額は時価にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（3）有価証券及び投資有価証券

時価については、株式ならびに上場投資信託は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており
ます。非上場投資信託については、公表されている基準価格によっております。

（4）長期貸付金
回収可能性を反映した元利金の受取見込額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率（残存期間を考慮）で割り引いた現在価値
により算定しております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金、並びに（7）未払費用
短期間で決済される債務であり、帳簿価額は時価にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。なお、（6）短期借入金には
１年内返済予定の長期借入金は含まれておりません。

（8）長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率（残存期間を考慮）で割り引いて算定する方法によっております。変
動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており (下記（10）参照）、当該金利スワップと一体として処理された
元利金の合計額を同様に借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率（残存期間を考慮）で割り引いて算定される方法によ
っております。本算定には１年内返済予定の長期借入金も含めております。

（9）その他の負債
その他の負債は、非支配株主に付与した売建プット・オプションに係る負債であり、将来キャッシュ・フローを見積金額を現在価値に
割り引いた金額を負債として計上していることから、時価は帳簿価額によっております。

（10）デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長
期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（8）参照）。

（注2）非上場株式等（連結貸借対照表計上額32,790百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが出来
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券及び投資有価証券 その他有価証券及び関連会社株式」に含め
ておりません。

　
１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 545円02銭
１株当たり当期純利益 46円45銭

（注） １株当たり当期純利益の算定上、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております。

　 また、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。
　 期末の当該自己株式の数 330,500株 期中平均の当該自己株式の数 330,500株
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重要な後発事象に関する注記
（連結子会社の吸収合併）
　当社は、2021年４月28日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるデルマール株式会社を吸収合併することを決議し、同日付で合
併契約を締結いたしました。当該契約に基づき、当社は、2021年７月１日付でデルマール株式会社を吸収合併いたします。

１．取引の概要
（1）被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称 デルマール株式会社
事業の内容 水産調理冷凍食品の製造・販売

（2）企業結合日
2021年７月１日

（3）企業結合の法的形式
当社を存続会社、デルマール株式会社を消滅会社とする吸収合併

（4）結合後企業の名称
日本水産株式会社

（5）企業結合の目的
当社グループにおける経営資源の集約及び業務の統合により、更なる経営の効率化を図ることを目的として、吸収合併を行うものであり
ます。

２．実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。
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株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 30,685 12,955 7,758 20,714 696 30,625 31,322 △459 82,263
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △21 21 － －
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △2,648 △2,648 　 △2,648
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 9,222 9,222 　 9,222
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 　 　 0 0 　 　 　 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　
当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 △21 6,595 6,574 △1 6,572
当 期 末 残 高 30,685 12,955 7,758 20,714 675 37,221 37,897 △460 88,836
　

評価・換算差額等

純資産
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘッジ
損 益

評価・
換 算
差額等
合 計

当 期 首 残 高 8,347 208 8,555 90,818
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 －
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △ 2,648
当 期 純 利 益 　 　 　 9,222
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △1
自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,828 99 4,927 4,927
当 期 変 動 額 合 計 4,828 99 4,927 11,500
当 期 末 残 高 13,175 307 13,483 102,319
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個 別 注 記 表
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に関わる資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。

（3）退職給付引当金 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法に
ついては給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（６年）による定額法により翌事業年度から費用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（６年）に
よる定額法により当事業年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結
計算書類と異なります。

（4）役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役等への当社株式等の給付に備えるため、当事業年度末
における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は当事業

年度の損益として処理をしております。

（2）ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債
務等については振当処理を適用しております。また、金利スワップ取引のうち、特例処
理の対象となる取引については、当該特例処理を適用しております。

（3）消費税等の会計処理の方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５. 追加情報
　 株式給付信託（BBT）について
　 当社は、取締役等に対する「株式給付信託（BBT）」を導入しております。詳細につきましては、連結注記表「連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記 ５．追加情報」に記載の通りです。
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表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用による変更）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適用し、個別注記表に「重要な会
計上の見積りに関する注記」を記載しております。

重要な会計上の見積りに関する注記
（養殖事業を行う国内関係会社への投融資評価）
（1）計算書類に計上した金額

短期貸付金5,123百万円、関係会社株式2,847百万円、長期貸付金480百万円、破産更生債権等14,415百万円、
貸倒引当金△5,493百万円 （貸借対照表合計17,373 百万円）
関係会社貸倒引当金繰入額880百万円、関係会社株式評価損99百万円

（2）見積りの内容に関するその他の情報
関係会社については、その株式の実質価額が帳簿価額を著しく下回った場合、帳簿価額の実質価額を超過した額を評価損として計上し

ております。実質価額は一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し作成された関係会社の財務諸表における財政状態を基礎として評価
しております。またそれらの関係会社に対する融資額は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上しておりま
す。
養殖事業を行う国内関係会社は、養殖仕掛魚の評価ならびに固定資産の減損検討における回収可能価額の評価において、販売可能価額

に加え、予想追加コスト、販売時予想魚体重、予想斃死率等の複数の仮定をそれらの見積りの基礎としております。そのため、翌連結会計
年度において水産物市況変動、養殖成績や魚病発生等により、見積りの基礎の実際値が仮定と大幅に異なる場合、該当する関係会社の純資
産が減少することとなる結果、追加の評価損や引当が発生する可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

投資有価証券 30,047百万円
関係会社株式 262百万円
　 計 30,310百万円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 1,658百万円
長期借入金 13,467百万円
　 計 15,125百万円

３. 有形固定資産の減価償却累計額 69,111百万円

４. 保証債務
　次の各社の借入金等について保証を行っております。

NIPPON SUISAN (U.S.A.),INC. 10,758百万円
NORDIC SEAFOOD A/S 6,472百万円
日水物流(株) 3,000百万円
EUROPACIFICO 1,450百万円
FLATFISH LTD. 1,045百万円
その他 4,288百万円
　 計 27,013百万円

５. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 38,642百万円
長期金銭債権 46,118百万円
短期金銭債務 48,203百万円
長期金銭債務 24百万円

損益計算書に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 関係会社との取引高
売上高 31,356百万円
仕入高 175,629百万円
営業取引以外の取引による取引高 6,182百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
１. 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。

２. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 831,509株

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　 退職給付引当金損金算入限度超過額 1,139百万円
　 貸倒引当金損金算入限度超過額 3,884百万円
　 関係会社株式評価損 616百万円
投資有価証券評価損 1,172百万円

　 その他 1,665百万円
繰延税金資産 小計 8,478百万円
評価性引当額 △6,587百万円
繰延税金資産 合計 1,890百万円

繰延税金負債
　 固定資産圧縮積立金 286百万円
　 その他有価証券評価差額金 4,587百万円
繰延税金負債 合計 4,873百万円
繰延税金資産の純額 △2,983百万円
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関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 西南水産㈱ 所有
　直接 100.0％ 製品の仕入 資金の貸付 ※1 10,082 破産更生債権等 ※2 8,669

子会社 日本クッカリー㈱ 所有
　直接 100.0％

製品の仕入
役員の兼任

資金の貸付　※3 9,135 短期貸付金等 9,899
製品の仕入　※4 47,733 買掛金 4,662

子会社 ㈱ハチカン 所有
　直接 50.0％

製品の販売
製品の仕入
役員の兼任

資金の貸付 ※5 10,141 破産更生債権等 ※6 9,844

子会社 日水物流㈱ 所有
　直接 100.0％ 製品の仕入 資金の貸付 ※7 8,916 短期貸付金等 7,884

子会社 日水製薬㈱
所有
　直接 54.1％
　間接 1.9％

製品の販売
役員の兼任

グループCMS制度
による預り金 ※8 19,824 預り金 19,965

子会社 金子産業㈱ 所有
　直接 100.0％

製品の販売
製品の仕入
役員の兼任

資金の貸付 ※9 6,035 短期貸付金等 5,401

子会社 弓ヶ浜水産㈱ 所有
　直接 100.0％ 製品の仕入 資金の貸付 ※10 3,763 破産更生債権等 ※11 4,048

子会社 ニッスイ・エンジニアリン
グ㈱

所有
　直接 100.0％ 設備の購入 グループCMS制度

による預り金 ※12 2,972 預り金 4,168

子会社 ファームチョイス㈱ 所有
　直接 100.0％

製品の販売
製品の仕入 資金の貸付 ※13 3,571 短期貸付金等 3,232

子会社 NIPPON SUISAN
(U.S.A.),INC.

所有
　直接 100.0％

製品の販売
製品の仕入 借入金の保証 ― 保証債務 10,758

子会社 NORDIC SEAFOOD A/S 所有　間接 100.0％
製品の販売
製品の仕入 借入金の保証 ― 保証債務 6,472

関連会社 ㈱マルサ笹谷商店 所有
　直接 20.0％

製品の仕入
役員の兼任 資金の貸付 ※14 5,232 短期貸付金 4,006

脚注：※１ 西南水産㈱への資金の貸付については、金利を免除しており、取引金額は平均残高を記載しております。
　 ※２ 西南水産㈱に対する破産更生債権等については、4,624百万円の貸倒引当金を計上しており、当事業年度において472百万円の
　 貸倒引当金繰入額を計上しております。

※３ 日本クッカリー㈱への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※４ 日本クッカリー㈱からの仕入は実勢価格を勘案して決定しております。
※５ ㈱ハチカンへの資金の貸付については、金利を免除しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※６ ㈱ハチカンに対する破産更生債権等については、2,959百万円の貸倒引当金を計上しており、当事業年度において161百万円の
　 貸倒引当金戻入額を計上しております。
※７ 日水物流㈱への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※８ 日水製薬㈱からの預り金については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※９ 金子産業㈱への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※10 弓ヶ浜水産㈱への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※11 弓ヶ浜水産㈱に対する破産更生債権等については、682百万円の貸倒引当金を計上しており、当事業年度において221百万円の
　 貸倒引当金繰入額を計上しております。
※12 ニッスイ・エンジニアリング㈱からの預り金については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載して
　 おります。
※13 ファームチョイス㈱への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※14 ㈱マルサ笹谷商店への資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、取引金額は平均残高を記載しております。
※ 取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。

　
１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 328円72銭
１株当たり当期純利益 29円63銭

重要な後発事象に関する注記
（連結子会社の吸収合併）
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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